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1.  平成24年3月期第2四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第2四半期 12,417 13.0 2,116 58.1 2,145 56.3 1,401 68.5
23年3月期第2四半期 10,988 15.5 1,338 321.3 1,373 235.3 831 295.8

（注）包括利益 24年3月期第2四半期 1,475百万円 （256.2％） 23年3月期第2四半期 414百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第2四半期 65.95 ―
23年3月期第2四半期 39.15 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期第2四半期 46,074 38,343 82.8 1,796.24
23年3月期 44,220 37,222 83.8 1,744.05
（参考） 自己資本   24年3月期第2四半期  38,167百万円 23年3月期  37,058百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 7.50 ― 16.50 24.00
24年3月期 ― 16.00
24年3月期（予想） ― 16.00 32.00

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 24,200 6.9 3,380 20.0 3,480 19.8 2,210 38.4 104.01



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  有  
（注）詳細は、添付資料Ｐ３「２．（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期連結決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期連結決算短信の開示時点において、金融
商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しています。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、多分に不確実な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により上記予
想数値と異なる場合があります。 

4.  その他

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期2Q 21,803,295 株 23年3月期 21,803,295 株
② 期末自己株式数 24年3月期2Q 554,603 株 23年3月期 554,589 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期2Q 21,248,698 株 23年3月期2Q 21,248,764 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

  当第２四半期連結累計期間における日本経済は、東日本大震災による悪化から持ち直しの動きが続き、足元の景

況感は震災直後と比べて大きく改善されました。景況感改善の主な要因は、被災地復興に伴う公共工事、底堅さを

維持している設備投資、生産活動再開の本格化と輸出増加などによるものです。その一方で、サプライチェーンの

復旧が急ピッチで進んだ年度当初と比べると、回復のペースは鈍化しつつあるようです。 

加えて、ここへきて世界経済の変調が不安材料となっており、7月半ばからの急激な円高による企業業績への影

響が懸念されます。円高は日本政府の努力のみで解決できる課題でなく、米国の低金利政策長期化による日本との

金利差縮小、ソブリンリスクの顕在化による統一通貨ユーロの危機、インフレ抑制と経済成長の狭間で揺れ動く中

国やブラジルといった新興国の金融政策など、新たな懸念材料が浮上しています。 

このような国内外市場の経営環境の中で、当社グループは国内における工場設備や社会インフラなどの復旧・

復興需要、自動車生産の持ち直し、半導体や建設機械などの好調な業界とアジア市場の堅調な需要に支えられ、売

上高は前第２四半期連結累計期間比13.0％の増加となりました。利益については、昨年からのコストダウン、経費

削減効果によって大幅な増益となりました。 

 当第2四半期連結累計期間における売上高は124億17百万円となり、前第2四半期連結累計期間109億88百万円と比

較すると13.0%の増収となりました。営業利益は21億16百万円となり、同13億38百万円と比較すると58.1%の増益、

経常利益は21億45百万円となり、同13億73百万円と比較すると56.3%の増益、四半期純利益は14億１百万円とな

り、同８億31百万円と比較すると68.5%の増益となりました。 

セグメント別の業績は、次のとおりです。 

迅速流体継手事業は、国内は自動車産業など製造業の需要が回復、海外市場では設備投資需要が増加したこと

によって、売上高は48億52百万円（前第２四半期連結累計期間比12.3%の増収）となりました。利益面では、売上

高の増加とコストダウン効果によって、セグメント利益９億38百万円（同67.9%の増益）となりました。 

機械工具事業は、国内は建設・土木など鉄骨加工向け工具・刃物の需要がようやく好転の兆しをみせ、アジア

市場の堅調な需要とも相まって、売上高は45億10百万円（同15.6%の増収）となりました。利益面では、経費削減

とコストダウン効果によって、セグメント利益７億８百万円（同73.9%の増益）となりました。 

リニア駆動ポンプ事業は、国内で健康機器・医療機器に組み込むコンプレッサや浄化槽ブロワの需要が回復

し、売上高は20億16百万円（同9.6%の増収）となりました。利益面では、売上げの増加、経費削減およびコストダ

ウン効果によって、セグメント利益４億９百万円（同19.4%の増益）となりました。 

建築機器事業は、国内の住宅・オフィスビル建築が低迷しているものの、主力の中心吊オートヒンジが堅調

で、売上高は10億37百万円（同12.3%の増収）となりました。厳しい価格競争が続いていますが、利益面では売上

増によって、セグメント利益58百万円（同104.3%の増益）となりました。 

 海外売上高は、43億51百万円（前第２四半期連結累計期間比13.5%の増収）となり、海外売上高の連結売上高に

占める割合は35.0%となりました。  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

  当第２四半期連結会計期間末の資産合計は460億74百万円となり、前連結会計年度末と比較して18億53百万円の

増加となりました。  

 資産の部では、流動資産は330億２百万円となり、前連結会計年度末と比較して19億29百万円の増加となりまし

た。これは主に現金及び預金の増加８億48百万円、受取手形及び売掛金の増加５億33百万円、商品及び製品の増加

３億39百万円等によるものです。 

 固定資産は130億72百万円となり、前連結会計年度末と比較して75百万円の減少となりました。これは主に減価

償却費４億29百万円の計上に伴う減少、有形固定資産の取得３億13百万円による増加によるものです。 

 負債の部では、流動負債は54億24百万円となり、前連結会計年度末と比較して６億56百万円の増加となりまし

た。これは主に支払手形及び買掛金の増加11億67百万円、未払法人税等の減少４億49百万円によるものです。  

 固定負債は、23億６百万円となり、前連結会計年度末と比較して76百万円の増加となりました。これは主に退職

給付引当金の増加88百万円によるものです。 

 純資産の部では、四半期純利益は14億１百万円でしたが、配当金の支払い３億50百万円があったため、利益剰余

金は10億50百万円増加し364億22百万円となりました。また為替換算調整勘定が57百万円、少数株主持分が11百万

円増加したため、純資産の部は383億43百万円となり、前連結会計年度末と比較して11億21百万円の増加となりま

した。  

１．当四半期決算に関する定性的情報



（キャッシュ・フローの状況） 

 当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は84億61百万円となり、前連結会計年度末と比

較して７億24百万円の減少となりました。 

 「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、15億36百万円の収入（前第２四半期連結累計期間比10.4％増）とな

りました。主なプラス要因は、税金等調整前四半期純利益21億25百万円、仕入債務の増加11億62百万円、減価償却

費４億29百万円であります。主なマイナス要因は、法人税等の支払額11億79百万円、売上債権の増加５億19百万

円、たな卸資産の増加４億29百万円であります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、18億92百万円の支出（前第２四半期連結累計期間は11億64百万円の

収入）となりました。主なマイナス要因は、定期預金の預入による支出148億64百万円、有形固定資産の取得によ

る支出２億89百万円であります。主なプラス要因は、定期預金の払戻による収入133億円であります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、３億83百万円の支出（前第２四半期連結累計期間比64.0％増）とな

りました。主なマイナス要因は、配当金の支払額３億50百万円であります。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 連結業績予想につきましては、平成23年８月４日の「平成24年３月期 第１四半期決算短信」で公表いたしまし

た通期の連結業績予想から変更はありません。 

 なお、本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的で

あると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 該当する事項はありません。  

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

税金費用の計算 

  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を

使用する方法によっております。   

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 該当する事項はありません。 

  

２．サマリー情報（その他）に関する事項



４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,238 18,087

受取手形及び売掛金 5,581 6,114

有価証券 2,999 2,999

商品及び製品 2,538 2,878

仕掛品 177 192

原材料及び貯蔵品 1,625 1,718

繰延税金資産 696 722

その他 228 298

貸倒引当金 △12 △9

流動資産合計 31,073 33,002

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,647 9,670

減価償却累計額 △4,197 △4,370

建物及び構築物（純額） 5,450 5,300

機械装置及び運搬具 2,727 2,777

減価償却累計額 △2,158 △2,225

機械装置及び運搬具（純額） 568 552

工具、器具及び備品 5,439 5,514

減価償却累計額 △4,954 △5,042

工具、器具及び備品（純額） 485 471

土地 4,072 4,070

リース資産 323 349

減価償却累計額 △77 △106

リース資産（純額） 245 242

建設仮勘定 35 131

有形固定資産合計 10,858 10,769

無形固定資産   

その他 147 141

無形固定資産合計 147 141

投資その他の資産   

投資有価証券 1,020 1,036

長期貸付金 178 179

繰延税金資産 707 697

その他 250 262

貸倒引当金 △15 △15

投資その他の資産合計 2,141 2,160

固定資産合計 13,147 13,072

資産合計 44,220 46,074



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,948 3,116

リース債務 54 58

未払法人税等 1,115 666

賞与引当金 526 562

役員賞与引当金 12 －

その他 1,111 1,020

流動負債合計 4,768 5,424

固定負債   

リース債務 191 184

退職給付引当金 1,681 1,770

役員退職慰労引当金 168 184

資産除去債務 25 25

その他 163 142

固定負債合計 2,229 2,306

負債合計 6,998 7,731

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,850 1,850

資本剰余金 1,925 1,925

利益剰余金 35,371 36,422

自己株式 △916 △916

株主資本合計 38,231 39,282

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 123 124

為替換算調整勘定 △1,296 △1,239

その他の包括利益累計額合計 △1,172 △1,114

少数株主持分 163 175

純資産合計 37,222 38,343

負債純資産合計 44,220 46,074



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 10,988 12,417

売上原価 5,698 6,285

売上総利益 5,289 6,132

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,090 1,139

賞与引当金繰入額 277 306

退職給付費用 113 119

役員退職慰労引当金繰入額 16 15

販売促進費 315 313

研究開発費 423 367

その他 1,713 1,753

販売費及び一般管理費合計 3,951 4,016

営業利益 1,338 2,116

営業外収益   

受取利息 38 38

受取配当金 10 13

受取家賃 19 22

その他 35 25

営業外収益合計 104 100

営業外費用   

売上割引 38 43

為替差損 30 19

その他 0 8

営業外費用合計 69 70

経常利益 1,373 2,145

特別利益   

固定資産売却益 0 －

特別利益合計 0 －

特別損失   

固定資産除却損 1 －

固定資産売却損 0 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 17 －

減損損失 6 －

退職給付費用 115 －

災害による損失 － 19

特別損失合計 141 19

税金等調整前四半期純利益 1,233 2,125

法人税等 397 718

少数株主損益調整前四半期純利益 835 1,407

少数株主利益 3 6

四半期純利益 831 1,401



（四半期連結包括利益計算書） 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 835 1,407

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △86 1

為替換算調整勘定 △334 66

その他の包括利益合計 △421 67

四半期包括利益 414 1,475

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 426 1,459

少数株主に係る四半期包括利益 △12 15



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,233 2,125

減価償却費 461 429

退職給付引当金の増減額（△は減少） 134 87

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 17 －

減損損失 6 －

受取利息及び受取配当金 △48 △52

売上債権の増減額（△は増加） △821 △519

たな卸資産の増減額（△は増加） 43 △429

仕入債務の増減額（△は減少） 201 1,162

その他 △10 △141

小計 1,215 2,662

利息及び配当金の受取額 49 53

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 126 △1,179

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,391 1,536

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △14,012 △14,864

定期預金の払戻による収入 15,484 13,300

有形固定資産の取得による支出 △312 △289

その他 5 △37

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,164 △1,892

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △212 △350

その他 △20 △32

財務活動によるキャッシュ・フロー △233 △383

現金及び現金同等物に係る換算差額 △169 14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,153 △724

現金及び現金同等物の期首残高 6,922 9,185

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  9,075 ※1  8,461



 該当事項はありません。 

  

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。  

 該当事項はありません。 

  

（タイ国で発生した洪水による被害状況について） 

 タイ国での豪雨の影響で本年10月に発生した洪水により、当社の連結子会社である生産工場２社（NITTO KOHKI

(THAILAND)CO.,LTD.、NITTO KOHKI COUPLING (THAILAND)CO.,LTD.)が浸水被害を受けております。 

 この洪水により、生産工場２社のたな卸資産、建物および機械装置等への被害ならびに復旧のための費用等が発

生する見込みですが、保険による補填額を含め、実質被害額は現時点では未確定であります。また、復旧の時期お

よび当災害による当社グループの今後の営業活動、業績等に与える影響につきましては、間接的な被害も含め現在

調査中であり、現時点で合理的に見積もることは困難であります。なお、当面はタイ国にて生産しておりましたカ

プラとリニアコンプレッサは、国内工場で代替生産いたします。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報等

  （単位：百万円）

  
報告セグメント 

合計 迅速流体継
手 

機械工具 
リニア駆動
ポンプ 

建築機器 

売上高           

外部顧客への売上高  4,322  3,901  1,840  923  10,988

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － 

計  4,322  3,901  1,840  923  10,988

セグメント利益  559  407  342  28  1,338

  （単位：百万円）

  
報告セグメント 

合計 迅速流体継
手 

機械工具 
リニア駆動
ポンプ 

建築機器 

売上高           

外部顧客への売上高  4,852  4,510  2,016  1,037  12,417

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －  －  －

計  4,852  4,510  2,016  1,037  12,417

セグメント利益  938  708  409  58  2,116

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（７）重要な後発事象
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